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　2018年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで）、2019年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）の連結財務諸表
は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任監査法人トーマツの監査を受け、適正である旨の監査報告書を受領
しております。
　2018年度、2019年度の連結計算書類については、会社法による有限責任監査法人トーマツの監査を受け、適正である旨の監査報
告書を受領しております。

連結貸借対照表（資産の部） (単位　百万円)

科　　目 2018年度
(2019年3月31日現在)

2019年度
(2020年3月31日現在)

現金預け金 104,580 90,865
商品有価証券 0 ─
金銭の信託 7,914 7,979
有価証券 353,676 346,656
貸出金 1,049,944 1,059,802
外国為替 2,200 2,138
その他資産 13,000 13,201
有形固定資産 16,565 16,609

建物 5,306 5,380
土地 10,424 10,491
リース資産 326 277
建設仮勘定 111 22
その他の有形固定資産 397 438

無形固定資産 695 610
ソフトウエア 614 543
ソフトウエア仮勘定 15 3
その他の無形固定資産 64 64

退職給付に係る資産 788 1,098
繰延税金資産 59 2,525
支払承諾見返 2,042 2,070
貸倒引当金 △　4,442 △　4,699
資産の部合計 1,547,025 1,538,859

連結貸借対照表（負債の部） (単位　百万円)

科　　目 2018年度
(2019年3月31日現在)

2019年度
(2020年3月31日現在)

預金 1,306,647 1,322,568
譲渡性預金 66,234 40,443
コールマネー及び売渡手形 610 652
債券貸借取引受入担保金 34,386 36,646
借用金 36,400 50,200
外国為替 7 ─
その他負債 14,500 9,923
賞与引当金 646 645
役員賞与引当金 17 ─
退職給付に係る負債 255 353
睡眠預金払戻損失引当金 503 445
偶発損失引当金 98 96
利息返還損失引当金 3 5
繰延税金負債 1,477 ─
再評価に係る繰延税金負債 1,681 1,665
支払承諾 2,042 2,070
負債の部合計 1,465,513 1,465,718

連結貸借対照表（純資産の部） (単位　百万円)

科　　目 2018年度
(2019年3月31日現在)

2019年度
(2020年3月31日現在)

資本金 10,000 10,000
資本剰余金 8,208 8,208
利益剰余金 51,939 52,638
自己株式 △　467 △　418
株主資本合計 69,680 70,428
その他有価証券評価差額金 8,986 403
土地再評価差額金 2,449 2,413
退職給付に係る調整累計額 △　186 △　712
その他の包括利益累計額合計 11,249 2,104
新株予約権 176 185
非支配株主持分 405 422
純資産の部合計 81,511 73,141
負債及び純資産の部合計 1,547,025 1,538,859

連結損益計算書 (単位　百万円)

科　　目
2018年度

( 2018年4月  1日から
2019年3月31日まで )

2019年度

( 2019年4月  1日から
2020年3月31日まで )

経常収益 22,506 22,950
資金運用収益 16,048 15,488

貸出金利息 11,656 11,179
有価証券利息配当金 4,294 4,215
コールローン利息及び買入手形利息 0 0
預け金利息 20 19
その他の受入利息 77 74

役務取引等収益 2,600 2,556
その他業務収益 1,476 2,011
その他経常収益 2,381 2,894

貸倒引当金戻入益 72 ─
償却債権取立益 199 198
その他の経常収益 2,108 2,695

経常費用 18,563 20,314
資金調達費用 528 461

預金利息 498 430
譲渡性預金利息 7 6
コールマネー利息及び売渡手形利息 18 18
債券貸借取引支払利息 2 5
その他の支払利息 0 0

役務取引等費用 1,853 1,859
その他業務費用 1,012 2,416
営業経費 13,203 13,066
その他経常費用 1,966 2,509

貸倒引当金繰入額 ─ 462
その他の経常費用 1,966 2,046

経常利益 3,942 2,635
特別利益 1 9

固定資産処分益 1 9
特別損失 190 334

固定資産処分損 2 76
減損損失 187 257

税金等調整前当期純利益 3,754 2,310
法人税、住民税及び事業税 960 1,141
法人税等調整額 184 3
法人税等合計 1,145 1,144
当期純利益 2,609 1,165
非支配株主に帰属する当期純利益 29 18
親会社株主に帰属する当期純利益 2,579 1,147

連結包括利益計算書 (単位　百万円)

科　　目
2018年度

( 2018年4月  1日から
2019年3月31日まで )

2019年度

( 2019年4月  1日から
2020年3月31日まで )

当期純利益 2,609 1,165
その他の包括利益 △　3,146 △　9,109

その他有価証券評価差額金 △　3,062 △　8,583
退職給付に係る調整額 △　　　84 △　　526

包括利益 △　　537 △　7,943
(内訳)

親会社株主に係る包括利益 △　　566 △　7,962
非支配株主に係る包括利益 29 18
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連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度（自 2018年4月1日 至 2019年3月31日） (単位　百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,000 8,208 49,727 △　　466 67,469

当期変動額

剰余金の配当 △　　474 △　　474

親会社株主に帰属する当期
純利益 2,579 2,579

自己株式の取得 △ 　　　0 △ 　　　0

土地再評価差額金の取崩 106 106

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 ─ ─ 2,211 △ 　　　0 2,211

当期末残高 10,000 8,208 51,939 △　　467 69,680

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価

差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 12,048 2,556 △　　102 14,502 137 376 82,486

当期変動額

剰余金の配当 △　　474

親会社株主に帰属する当期
純利益 2,579

自己株式の取得 △ 　　　0

土地再評価差額金の取崩 106

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △　3,062 △　　106 △　　　84 △　3,253 38 28 △　3,186

当期変動額合計 △　3,062 △　　106 △　　　84 △　3,253 38 28 △　　974

当期末残高 8,986 2,449 △　　186 11,249 176 405 81,511
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当連結会計年度（自 2019年4月1日 至 2020年3月31日） (単位　百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,000 8,208 51,939 △　　467 69,680

当期変動額

剰余金の配当 △　　474 △　　474

親会社株主に帰属する当期
純利益 1,147 1,147

自己株式の取得 △ 　　　0 △ 　　　0

自己株式の処分 △ 　　　9 49 39

自己株式処分差損の振替 9 △ 　　　9 ─

土地再評価差額金の取崩 35 35

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 ─ ─ 698 48 747

当期末残高 10,000 8,208 52,638 △　　418 70,428

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価

差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 8,986 2,449 △　　186 11,249 176 405 81,511

当期変動額

剰余金の配当 △　　474

親会社株主に帰属する当期
純利益 1,147

自己株式の取得 △ 　　　0

自己株式の処分 39

自己株式処分差損の振替 ─

土地再評価差額金の取崩 35

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △　8,583 △　　　35 △　　526 △　9,145 9 17 △　9,118

当期変動額合計 △　8,583 △　　　35 △　　526 △　9,145 9 17 △　8,370

当期末残高 403 2,413 △　　712 2,104 185 422 73,141
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連結キャッシュ・フロー計算書 (単位　百万円)

科　　目 2018年度
（2018年4月1日から2019年3月31日まで）

2019年度
（2019年4月1日から2020年3月31日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 3,754 2,310
減価償却費 791 759
減損損失 187 257
持分法による投資損益（△は益） △　　　　35 △　　　　　8
貸倒引当金の増減（△） △ 　　　289 256
賞与引当金の増減額（△は減少） 10 △　　　　　0
役員賞与引当金の増減額（△は減少） 0 △　　　　17
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △ 　　　654 △ 　　　310
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △　　　　65 △ 　　　658
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 333 △　　　　57
偶発損失引当金の増減（△） △　　　　40 △　　　　　1
利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △　　　　　4 2
資金運用収益 △　　16,048 △　　15,488
資金調達費用 528 461
有価証券関係損益（△） △ 　　1,151 △ 　　1,598
為替差損益（△は益） 1 3
固定資産処分損益（△は益） 0 67
貸出金の純増（△）減 △　　24,152 △ 　　9,858
預金の純増減（△） 5,971 15,921
譲渡性預金の純増減（△） 16,924 △　　25,791
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 6,700 13,800
コールマネー等の純増減（△） 238 42
商品有価証券の純増（△）減 12 0
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 34,386 2,259
外国為替（資産）の純増（△）減 △ 　　　297 61
外国為替（負債）の純増減（△） 7 △　　　　　7
資金運用による収入 16,213 15,755
資金調達による支出 △ 　　　532 △ 　　　565
その他 2,881 2,684

小　　計 45,672 281
法人税等の支払額 △ 　　　744 △ 　　　929
営業活動によるキャッシュ・フロー 44,927 △ 　　　647

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △　149,922 △　168,998
有価証券の売却による収入 96,737 111,505
有価証券の償還による収入 51,383 46,267
金銭の信託の増加による支出 △　　　　19 △ 　　　253
有形固定資産の取得による支出 △ 　　1,378 △ 　　　856
有形固定資産の売却による収入 1 23
無形固定資産の取得による支出 △ 　　　288 △ 　　　150
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 　　3,486 △　　12,460

財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △ 　　　124 △ 　　　131
配当金の支払額 △ 　　　474 △ 　　　474
非支配株主への配当金の支払額 △　　　　　1 △　　　　　1
自己株式の取得による支出 △　　　　　0 △　　　　　0
ストックオプションの行使による収入 ─ 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 　　　600 △ 　　　607

現金及び現金同等物に係る換算差額 ─ ─
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 40,840 △　　13,715
現金及び現金同等物の期首残高 63,739 104,580
現金及び現金同等物の期末残高 104,580 90,865
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1 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
1．連結の範囲に関する事項

⑴ 連結子会社　　　　　　 1社　たいこうカード株式会社
⑵ 非連結子会社　　　　　　　　該当ありません。

2．持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法適用の非連結子会社　　該当ありません。
⑵ 持分法適用の関連会社　 1社　大光リース株式会社
⑶ 持分法非適用の非連結子会社　該当ありません。
⑷ 持分法非適用の関連会社　　　該当ありません。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日はすべて3月末日であります。

4．会計方針に関する事項
⑴ 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）に
より行っております。

⑵ 有価証券の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価

法（定額法）、その他有価証券については原則として連結決算日の市場価格等
に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を
把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価
法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。

② 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運
用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

⑶ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

⑷ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998年4月1日以後に取得した建物
（建物附属設備を除く。）並びに2016年4月1日以後に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：8年～50年
その他：3年～20年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主とし
て定額法により償却しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウ
ェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（主として5年）
に基づいて償却しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固
定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却し
ております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めが
あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

⑸ 貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上し
ております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」
という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」
という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後
の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後
経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」とい
う。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断
し必要と認める額を計上しております。
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口
債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを
合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出
条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引
当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。
上記以外の債権については、主として正常先と要注意先は今後1年間の予想損失
額、要管理先と破綻懸念先は今後3年間の予想損失額を見込んで計上しており、予
想損失額は正常先と要注意先は1年間、要管理先と破綻懸念先は3年間の貸倒実績
を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき算出した率
と、景気循環の平均期間を反映したより長い期間の貸倒実績率の平均値を比較し
て、高い方の率に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施
し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額か
ら担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立
不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は3,705百万円であり
ます。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して
必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。
（追加情報）
新型コロナウイルス感染症の感染拡大やそれに伴う経済活動停滞による影響は、
今後1年程度続くものと想定し、当行グループの貸出金等の信用リスクにある程度
影響があるとの仮定を置いております。

しかしながら、同感染症は政府の対策などにより徐々に収束するものと考えら
れ、与信費用への影響は軽微であると想定されることから、貸倒引当金に追加計
上しておりません。
なお、上記仮定の不確実性は高く、今後、新型コロナウイルス感染症の感染状況
により経済環境が悪化した場合には、翌年度の連結財務諸表において当該貸倒引
当金は増加する可能性があります。

⑹ 賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支
給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

⑺ 役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への業績連動型報酬の支払いに備えるため、役員に対す
る業績連動型報酬の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上して
おります。

⑻ 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請
求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込
額を計上しております。

⑼ 偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度等に伴う費用負担金の支払い
に備えるため、過去の負担実績に基づく負担金支払見込額を計上しております。

⑽ 利息返還損失引当金の計上基準
連結子会社の利息返還損失引当金は、将来の利息返還の請求に伴う損失に備える
ため、過去の返還実績等を勘案した必要額を計上しております。

⑾ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については給付算定式基準によっております。また、数理計算上
の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し
ております。

⑿ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

⒀ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現
金預け金」であります。

⒁ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2 未適用の会計基準等
（「収益認識に関する会計基準」等）

 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日 企業会計基準
委員会）
 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年3
月31日 企業会計基準委員会）
 

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020
年3月31日 企業会計基準委員会）

⑴ 概要
国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収
益認識に関する包括的な会計基準の開発を行い、2014年5月に「顧客との契約から生
じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいてはTopic606）を公表して
おり、IFRS第15号は2018年1月1日以後開始する事業年度から、Topic606は2017
年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準
委員会において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせ
て公表されたものです。
企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針と
して、IFRS第15号と整合性を図る便益の1つである財務諸表間の比較可能性の観点か
ら、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発点とし、会計基準を定めるこ
ととされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合
には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされており
ます。

⑵ 適用予定日
2022年3月期の期首から適用いたします。

⑶ 当該会計基準等の適用による影響
「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額について
は、現時点で評価中であります。

（「時価の算定に関する会計基準」等）
・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日 企業会計基

準委員会）
・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 2019年7月4日 企業会計

基準委員会）
・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日 企業会計基準

委員会）
・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年

7月4日 企業会計基準委員会）
・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020

年3月31日 企業会計基準委員会）
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⑴ 概要
国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）が、公正価値測
定についてほぼ同じ内容の詳細なガイダンス（国際財務報告基準（IFRS）においては
IFRS第13号「公正価値測定」、米国会計基準においてはAccounting Standards 
CodificationのTopic 820「公正価値測定」）を定めている状況を踏まえ、企業会計
基準委員会において、主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日
本基準を国際的な会計基準との整合性を図る取組みが行われ、「時価の算定に関する
会計基準」等が公表されたものです。
企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針
として、統一的な算定方法を用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の
比較可能性を向上させる観点から、IFRS第13号の定めを基本的にすべて取り入れるこ
ととされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮し、財務諸表間の比較
可能性を大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその他の取扱いを定めること
とされております。

⑵ 適用予定日
2022年3月期の期首から適用します。

⑶ 当該会計基準等の適用による影響
「時価の算定に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額につい
ては、現時点で未定であります。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日 企
業会計基準委員会）
⑴ 概要

国際会計基準審議会（IASB）が2003年に公表した国際会計基準（IAS）第1号「財務
諸表の表示」（以下「IAS 第1号」）第125項において開示が求められている「見積
りの不確実性の発生要因」について、財務諸表利用者にとって有用性が高い情報とし
て日本基準においても注記情報として開示を求めることを検討するよう要望が寄せら
れ、企業会計基準委員会において、会計上の見積りの開示に関する会計基準（以下「本
会計基準」）が開発され、公表されたものです。
企業会計基準委員会の本会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、個々の注
記を拡充するのではなく、原則（開示目的）を示したうえで、具体的な開示内容は企
業が開示目的に照らして判断することとされ、開発にあたっては、IAS第1号第125項
の定めを参考とすることとしたものです。

⑵ 適用予定日
2021年3月期の年度末から適用します。

（「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」）
「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第
24号 2020年3月31日 企業会計基準委員会）
⑴ 概要

「関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手
続」に係る注記情報の充実について検討することが提言されたことを受け、企業会計
基準委員会において、所要の改正を行い、会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の
訂正に関する会計基準として公表されたものです。
なお、「関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及
び手続」に係る注記情報の充実を図るに際しては、関連する会計基準等の定めが明ら
かな場合におけるこれまでの実務に影響を及ぼさないために、企業会計原則注解（注
1-2）の定めを引き継ぐこととされております。

⑵ 適用予定日
2021年3月期の年度末から適用します。

3 連結貸借対照表関係（2020年3月31日現在）
1．関連会社の株式の総額

株式 305百万円
2．貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。

破綻先債権額 579百万円
延滞債権額 17,790百万円

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその
他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息
を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸
出金」という。）のうち、法人税法施行令（1965年政令第97号）第96条第1項第3
号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営
再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金で
あります。

3．貸出金のうち3カ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
3カ月以上延滞債権額 74百万円

なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月
以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

4．貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額 101百万円

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな
る取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しな
いものであります。

5．破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額
は次のとおりであります。

合計額 18,546百万円
なお、上記2. から5. に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

6．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取
扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 2002年2月13日）に基
づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は
次のとおりであります。

6,997百万円
7．担保に供している資産は、次のとおりであります。

担保に供している資産
有価証券 36,551百万円

担保資産に対応する債務
債券貸借取引受入担保金 36,646百万円

上記のほか、為替決済、歳入代理店等の取引の担保として、次のものを差し入れてお
ります。

現金預け金 5百万円
有価証券 73,571百万円
その他資産 5,000百万円

また、その他資産には、保証金・敷金が含まれておりますが、その金額は次のとおり
であります。

保証金・敷金 170百万円
8．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の

申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度
額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実
行残高は次のとおりであります。

融資未実行残高 155,564百万円
うち契約残存期間が1年以内のもの 140,960百万円
うち任意の時期に無条件で取消可能なもの 2,057百万円

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実
行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を
与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全
及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融
資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられておりま
す。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、
契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応
じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

9．土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事
業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土
地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　1998年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令第119号）第2条
第4号に定める地価税法に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算
出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の期末における時価の合計
額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

5,528百万円
10．有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額 8,263百万円
11．有形固定資産の圧縮記帳額

圧縮記帳額 1,151百万円
（当該連結会計年度の圧縮記帳額 ─百万円）

12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によ
る社債に対する保証債務の額

7,586百万円

4 連結損益計算書関係（2019年4月1日～2020年3月31日）
1．その他の経常収益には、次のものを含んでおります。

株式等売却益 2,475百万円
2．営業経費には、次のものを含んでおります。

給与手当 6,994百万円
3．その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

貸出金償却 1,356百万円
株式等売却損 245百万円
株式等償却 124百万円
金銭の信託運用損 154百万円
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4．減損損失
当連結会計年度において、営業キャッシュ・フローの低下、使用方法の変更等によ
り、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、次の資産について帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額257百万円を減損損失として特別損失に計上してお
ります。

地　域 主な用途 種　類 減損損失
（百万円）

新潟県内

営業用店舗1カ所 土地、建物、その他の固定資産 221
(うち土地 56)
(うち建物 158)
(うちその他の固定資産 5)

処分予定資産1カ所 建物、その他の固定資産 36
(うち建物 36)
(うちその他の固定資産 0)

営業用店舗については管理会計上の最小区分である営業店単位で、遊休資産及び処分
予定資産については各々独立した単位でグルーピングを行っております。また、銀行
全体に関連する資産である本部、事務センター及び厚生施設等については共用資産と
しております。
なお、当連結会計年度において減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却
価額によっており、路線価など市場価格を適切に反映している指標に基づいて評価し
た価額より処分費用見込額を控除して算出しております。

5 連結包括利益計算書関係（2019年4月1日～2020年3月31日）
その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金
当期発生額 △　10,805百万円
組替調整額 △　  1,511百万円

税効果調整前 △　12,317百万円
税効果額 3,733百万円
その他有価証券評価差額金 △　  8,583百万円

退職給付に係る調整額
当期発生額 △　　  693百万円
組替調整額 △　　    62百万円

税効果調整前 △　　  755百万円
税効果額 229百万円
退職給付に係る調整額 △　　  526百万円

その他の包括利益合計 △　  9,109百万円

6 連結株主資本等変動計算書関係（2019年4月1日～2020年3月31日）
1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結
会計年度期首
株式数(千株)

当連結
会計年度増加
株式数(千株)

当連結
会計年度減少
株式数(千株)

当連結
会計年度末

株式数(千株)
摘要

発行済株式
普通株式 9,671 ─ ─ 9,671
合計 9,671 ─ ─ 9,671

自己株式
普通株式 184 0 19 164 (注)1．2
合計 184 0 19 164

 
(注) 1．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加0千株でありま

す。
2．普通株式の自己株式の株式数の減少は、ストック・オプションの行使による減少19千株

であります。

2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の
内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計年度 当連結会計
年度末増加 減少

当行 ストック・オプション
としての新株予約権 ─ 185

合計 ─ 185

3．配当に関する事項
⑴ 当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年6月25日
定時株主総会 普通株式 237 25.0 2019年3月31日 2019年6月26日

2019年11月8日
取締役会 普通株式 237 25.0 2019年9月30日 2019年12月6日

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年
度の末日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2020年6月24日
定時株主総会 普通株式 237 利益剰余金 25.0 2020年3月31日 2020年6月25日

7 連結キャッシュ・フロー計算書関係（2019年4月1日～2020年3月31日）
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預け金勘定 90,865百万円
現金及び現金同等物 90,865百万円

8 リース取引関係（2019年4月1日～2020年3月31日）
1．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引
⑴ リース資産の内容

① 有形固定資産
主として現金自動預け払い機等であります。

② 無形固定資産
ソフトウェアであります。

⑵ リース資産の減価償却の方法
１ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4．会計方針に関する事
項」の「⑷ 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

2．オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

1年内 89百万円
1年超 328百万円
合計 417百万円

9 金融商品関係（2019年4月1日～2020年3月31日）
1．金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
当行グループは、銀行業務を中心にクレジットカード業務などの金融サービスに
係る事業を行っています。これらの事業を行うため市場の状況や長短のバランス
を調整して、預金取引を中心とする資金調達、貸出金取引を中心とする資金運用
業務を行っています。
また、金利変動を伴う金融資産及び金融負債が業務の中心となるため、金利変動
による不利な影響が生じないように、当行では、資産及び負債の総合的管理
（ALM）を行っています。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先に対する貸出金及び
有価証券であり、貸出金については取引先の債務不履行によってもたらされる信
用リスクに晒されています。また、有価証券は安全性の高い公共債を中心とした
債券と株式及び投資信託受益証券等であり、その他保有目的、売買目的、満期保
有目的で保有しています。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変
動リスク、市場価格の変動リスクに晒されています。
借入金、社債は、一定の環境下で当行グループが市場を利用できなくなる場合な
ど、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されています。
また、有価証券は市場環境の変化等により、売却できなくなる流動性リスクに晒
されています。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当行は、信用リスク管理方針と信用リスク管理規程に基づき、貸出審査、信用
情報管理、信用格付の付与、保証や担保の設定、クレジット・リミットの設定
等の与信管理体制を整備して貸出運営しています。また、融資審査会を開催し
て一定権限以上の案件審査を行っています。さらに、取締役会権限を委任され
ている融資審査会案件は取締役会への報告を行っています。

② 市場リスクの管理
当行グループは、ALMによって金利の変動リスクを管理しています。ALMに
関する規程及び要領においてリスク管理方法や手続き等を明記しており、ALM
委員会において決定された方針に基づき、取締役会において実施状況の把握・
確認、今後の対応等を協議しています。また、市場金融部において、市場金利
の動向を把握するなかで金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクの管理
を行っています。さらに、市場リスクのモニタリングに基づき、適切かつ統合
的な評価を行い、リスクのコントロール及び削減に努めています。
（市場リスクに係る定量的情報）
当行では、金利リスク・価格変動リスク等の影響を受ける主たる商品は、「有
価証券」、「貸出金」、「預金」であり、VaRを算出し定量的分析を行ってい
ます。VaRの算出にあたっては、分散共分散法（保有期間120営業日、信頼区
間99％、観測期間1～3年）を採用しています。2020年3月31日（当期連結決
算日）現在で当行の市場リスク量（損失額の推計値）は、13,453百万円であ
ります。なお、当行では、モデルが算出するVaRと実際の損益を比較するバッ
ク・テスティングを実施しています。ただし、VaRは過去の相場変動をベース
に統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常で
は考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できな
い場合があります。

③ 流動性リスクの管理
ALMを通して適時に銀行全体の資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、
市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクの
管理を行っています。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前
提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異な
ることもあります。
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2．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時
価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりま
せん（（注2）参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額

⑴ 現金預け金 90,865 90,865 ─
⑵ 金銭の信託 7,979 7,979 ─
⑶ 有価証券

満期保有目的の債券 7,586 7,509 △　　 76
その他有価証券 337,675 337,675 ─

⑷ 貸出金 1,059,802
貸倒引当金（＊1） △　4,552

1,055,249 1,055,712 462
⑸ 外国為替（＊1） 2,137 2,137 ─
資産計 1,501,493 1,501,879 385
⑴ 預金 1,322,568 1,322,706 137
⑵ 譲渡性預金 40,443 40,443 ─
⑶ コールマネー及び売渡手形 652 652 ─
⑷ 債券貸借取引受入担保金 36,646 36,646 ─
⑸ 借用金 50,200 50,257 57
負債計 1,450,511 1,450,706 195
デリバティブ取引（＊2）

ヘッジ会計が適用されていないもの (1) (1) ─
デリバティブ取引計 (1) (1) ─
(＊1) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。な

お、外国為替に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、連結貸借対
照表計上額から直接減額しております。

(＊2) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております｡
デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計
で正味の債務となる項目については、（　）で表示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法
資　産
　⑴ 現金預け金

預け金については、預入期間が短期間のため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額を時価としております。

　⑵ 金銭の信託
有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用
されている有価証券については、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は
取引金融機関から提示された価格によっております。

　⑶ 有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格
等によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。
自行保証付私募債は、内部格付ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行っ
た場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

　⑷ 貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出
先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出
金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規
貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。な
お、約定期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来
キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて
貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の
債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を
時価としております。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限
を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳
簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。

　⑸ 外国為替
外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、輸入手形による手
形貸付（取立外国為替）であります。これらは、満期のない預け金、又は約定期
間が短期間（1年以内）であり、それぞれ時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額を時価としております。

負　債
⑴ 預金、及び⑵ 譲渡性預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時
価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、
将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引
率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入
期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額を時価としております。

⑶ コールマネー及び売渡手形、並びに⑷ 債券貸借取引受入担保金
これらは、約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。

⑸ 借用金
一定の期間ごとに区分した将来のキャッシュ・フローを市場金利で割り引いて現
在価値を算定しております。なお、約定期間が短期間（1年以内）のものは、時価
は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、通貨関連取引（為替予約）であり、割引現在価値等により
算出した価額によっております。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産 ⑶有価証券」には含まれてお
りません。

（単位：百万円）

区　分 当連結会計年度
（2020年3月31日）

① 非上場株式 933
② その他 460

合　計 1,394
(＊1) これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから時価開示の対象とはしておりません。
(＊2) 当連結会計年度において、非上場株式について7百万円減損処理を行っておりま

す。

(注3) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預け金 73,912 ─ ─ ─ ─ ─
有価証券 33,106 84,516 47,867 44,124 64,399 35,173

満期保有目的の債券 582 2,910 3,314 779 ─ ─
うち国債 ─ ─ ─ ─ ─ ─

地方債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社債 582 2,910 3,314 779 ─ ─

その他有価証券のうち満期
があるもの 32,524 81,606 44,552 43,344 64,399 35,173

うち国債 13,622 50,253 6,682 4,089 20,234 16,915
地方債 5,473 3,247 11,128 12,239 16,096 1,790
社債 10,445 12,495 16,675 8,849 5,435 3,971

貸出金（＊） 74,073 98,251 121,754 78,844 107,063 561,405
合　計 181,092 182,767 169,622 122,968 171,462 596,578

(＊) 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が
見込めない18,409百万円は含めておりません。

(注4) 社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預金（＊） 1,250,060 64,237 8,270 ─ ─ ─
譲渡性預金 40,443 ─ ─ ─ ─ ─
コールマネー及び売渡手形 652 ─ ─ ─ ─ ─
債券貸借取引受入担保金 36,646 ─ ─ ─ ─ ─
借用金 3,800 32,600 13,800 ─ ─ ─

合　計 1,331,603 96,837 22,070 ─ ─ ─
(＊) 預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。

10 退職給付関係（2019年4月1日～2020年3月31日）
1．採用している退職給付制度の概要

当行は確定給付型の制度として、確定給付企業年金基金制度及び退職一時金制度に加
え、2017年6月1日より確定拠出年金制度を導入しております。
また、連結子会社は、退職一時金制度を設けております。
なお、当行は退職給付信託を設定しております。

2．確定給付制度
⑴ 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

区　分 金額（百万円）
退職給付債務の期首残高 15,112
　勤務費用 426
　利息費用 66
　数理計算上の差異の発生額 38
　退職給付の支払額 △　　　754
退職給付債務の期末残高 14,888
(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

⑵ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
区　分 金額（百万円）

年金資産の期首残高 15,644
期待運用収益 312
数理計算上の差異の発生額 △　　　654
事業主からの拠出額 910
退職給付の支払額 △　　　583
その他 3
年金資産の期末残高 15,633
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⑶ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に
係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

区　分 金額（百万円）
積立型制度の退職給付債務 14,535
年金資産 △　 15,633

△　　1,098
非積立型制度の退職給付債務 353
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △　　　744

区　分 金額（百万円）
退職給付に係る負債 353
退職給付に係る資産 △　　1,098
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △　　　744

⑷ 退職給付費用及びその内訳項目の金額
区　分 金額（百万円）

勤務費用 426
利息費用 66
期待運用収益 △　　　312
数理計算上の差異の損益処理額 △　　　  62
その他 △　　　　 3
確定給付制度に係る退職給付費用 113
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含

めて計上しております。

⑸ 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであ
ります。

区　分 金額（百万円）
数理計算上の差異 △　　　755

合計 △　　　755

⑹ 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおり
であります。

区　分 金額（百万円）
未認識数理計算上の差異 △　　1,024

合計 △　　1,024

⑺ 年金資産に関する事項
① 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券 48％
株式 20％
現金及び預金 1％
その他 31％
　合計 100％
(注) 年金資産合計には、確定給付企業年金基金制度に対して設定した退職給付信託が

3％、退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が17％含まれております。

② 長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産
の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期
の収益率を考慮しております。

⑻ 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）
割引率 0.4％
長期期待運用収益率 2.0％
予想昇給率 7.0％

3．確定拠出制度
当行の確定拠出制度への要拠出額は当連結会計年度21百万円であります。

11 ストック・オプション等関係
1．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

営業経費 48百万円

2．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
⑴ ストック・オプションの内容

2019年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当行取締役(監査等委員である取締役
を除く)6名

株式の種類別のストック・オプション
の数（注） 普通株式28,630株

付与日 2019年7月12日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない
権利行使期間 2019年7月13日～2049年7月12日

(注) 株式数に換算して記載しております。

⑵ ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度（2020年3月期）において存在したストック・オプションを対象
とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しておりま
す。
①ストック・オプションの数

2019年ストック・オプション
権利確定前（株）

前連結会計年度末 ─
付与 28,630
失効 ─
権利確定 ─
未確定残 28,630

権利確定後（株）
前連結会計年度末 ─
権利確定 ─
権利行使 ─
失効 ─
未行使残 ─

②単価情報
2019年ストック・オプション

権利行使価格（円） 1
行使時平均株価（円） ─
付与日における公正な評価単価（円) 1,822.01

（注） 1株当たりに換算して記載しております。

3．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与された2019年ストック・オプションについての公正な
評価単価の見積方法は以下のとおりであります。

⑴ 使用した評価技法　　ブラック・ショールズモデル式
⑵ 主な基礎数値及び見積方法

2019年ストック・オプション
株価変動性（注）1 19.566%
予想残存期間（注）2 0.1年
予想配当（注）3 50円/株
無リスク利子率（注）4 △0.121%

(注) 1．予想残存期間に対する期間（2019年6月6日から2019年7月11日まで）の株
価実績に基づき算出しております。

2．過去10年間に退任した役員の平均在任期間から、現在在任役員の平均在任期
間を減じた期間を予想在任期間とする方法で見積もっております。

3．2019年3月期の配当実績であります。
4．予想残存期間に対応する期間の国債の利回りであります。

4．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方
法を採用しております。

12 税効果会計関係（2019年4月1日～2020年3月31日）
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 2,107百万円
退職給付に係る負債 1,106
有価証券減損 477
賞与引当金 196
睡眠預金払戻損失引当金 135
減価償却費 83
繰延消費税 64
株式報酬費用 56
その他 272

繰延税金資産小計 4,500
評価性引当額 △　1,490
繰延税金資産合計 3,009
繰延税金負債

退職給付に係る資産 △　　416
その他有価証券評価差額金 △　　  41
その他 △　　  26

繰延税金負債合計 △　　483
繰延税金資産（負債）の純額 2,525百万円

(注) 繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の以
下の項目に含まれております。
繰延税金資産 2,525百万円
繰延税金負債 ─百万円

 

2．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.4％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △　 1.3
住民税均等割等 1.1
評価性引当額 18.3
その他 0.3
税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.5％
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13 セグメント情報等
【セグメント情報】
（2018年4月1日～2019年3月31日）
当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における「そ
の他」の重要性が乏しいため、記載を省略しております。なお、「その他」にはクレジ
ットカード業務等が含まれております。
（2019年4月1日～2020年3月31日）
当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における「そ
の他」の重要性が乏しいため、記載を省略しております。なお、「その他」にはクレジ
ットカード業務等が含まれております。
【関連情報】
（2018年4月1日～2019年3月31日）
1．サービスごとの情報

（単位：百万円）

貸出業務 有価証券
投資業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 11,971 7,426 3,108 22,506
(注) 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

2．地域ごとの情報
⑴ 経常収益

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計
算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

⑵ 有形固定資産
当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないた
め、記載を省略しております。

3．主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるもの
がないため、記載を省略しております。

（2019年4月1日～2020年3月31日）
1．サービスごとの情報

（単位：百万円）

貸出業務 有価証券
投資業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 11,379 8,592 2,977 22,950
（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

2．地域ごとの情報
⑴ 経常収益

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計
算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

⑵ 有形固定資産
当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないた
め、記載を省略しております。

3．主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるもの
がないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における「そ
の他」の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
該当事項はありません。
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
該当事項はありません。
【関連当事者情報】
関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

14 1株当たり情報（2019年度）
1株当たり純資産額 7,629円82銭
1株当たり当期純利益 120円74銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 119円60銭

(注) 1．1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
純資産の部の合計額 73,141百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 608百万円

（うち新株予約権） (185百万円)
（うち非支配株主持分） (422百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 72,532百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 9,506千株

2．1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次
のとおりであります。
1株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益 1,147百万円
普通株主に帰属しない金額 ─百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,147百万円
普通株式の期中平均株式数 9,502千株

潜在株式調整後1株当たり当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益調整額 ─百万円
普通株式増加数 90千株

うち新株予約権 90千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 ─

15 重要な後発事象
該当事項ありません。
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